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（ 別  紙 ） 

 

土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について（平成19年3月28日付け18農振第1597号農林水産省農村振興局企画部長通知）の一部改正について 

新旧対照表 

 

改  正  後 現     行 

第２章 費用対効果分析の具体的な算定方法 

第１節 基本的な考え方 ［略］ 

第２節 総費用総便益比及び所得償還率 

第２章 費用対効果分析の具体的な算定方法 

第１節 基本的な考え方 ［略］ 

第２節 総費用総便益比及び所得償還率 

１ 考え方 

総費用総便益比は、土地改良事業の経済性評価を行うもので、一定地域の範

囲において評価期間（当該事業の工事期間＋40 年）の下で必要な投下費用（総

費用）とそれによって発現する総便益を対比することで測定を行う。この総費

用総便益比が 1.0 以上であれば土地改良法施行令第２条第３号において「全て

の効用が全ての費用を償うこと」とされている要件を満足するものとする。 

また、所得償還率は、事業費の一部について農家負担を伴うことから、農家

経済的立場から経済性評価を行うもので、農家負担年償還額を現況年総農業所

得額で除して総所得償還率を求める。ただし、土地改良施設の新設事業及び更

新事業のうち施設の機能を向上させる部分については、新設事業及び更新事業

のうち施設の機能を向上させる部分に係る年償還額を年総増加農業所得額で除

して増加所得償還率を求め、農家負担金について償還の可能性の分析に代える

ことができるものとする。 

この総所得償還率が 0.2 以下、増加所得償還率が 0.4 以下であれば政令第２

条第４号において「受益者の負担金が農業経営の状況からみて相当と認められ

る負担能力の限度を超えないこと。」とされている要件を満足するものとする。 
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改  正  後 現     行 

         当該事業及び関連事業に係る年償還額 

総所得償還率 ＝                   ≦ 0.2 

            現況年総農業所得額 

 

          新設事業及び更新事業のうち施設の 

          機能を向上させる部分に係る年償還額 

増加所得償還率 ＝                   ≦ 0.4 

            年総増加農業所得額  

 

ア なお、総費用総便益比の算定に当たっては、原則として、各年度の費用及

び効果（便益）を、社会的割引率を用いて個別に現在価値化したものを合計

する方法により算定することとする。ただし、既存の土地改良施設の機能維

持を目的とする当該施設の更新の事業等で、以下の要件を全て満たすものは、

総費用及び総便益を当該事業の工事期間、再整備時期等に応じた換算係数を

用いて現在価値化する方法により算定することができるものとする。 

① 当該事業に関連事業の位置付けがないこと 

② 当該事業完了の翌年度から更新分に係る効果並びに新設及び機能向上分

に係る効果が全て発現すること 

③ 当該事業の工事期間が10年を超えないこと 

イ また、ため池等の農業用用排水施設の耐震化又は豪雨対策を目的とする当

該施設の更新の事業で、以下の要件を全て満たすものは、その耐震化又は豪

雨対策を行う施設のみを対象として総費用総便益比の算定をすることができ

るものとする。 

① 農業者の申請によらず、国又は地方公共団体が、農業者の費用負担や同

意を求めずに事業を実施すること 

② 当該事業の事業目的が耐震化又は豪雨対策による防災減災のみであるこ

と 

③ 耐震化又は豪雨対策を行う施設とその他の施設を区分して総費用総便益

比の算定ができること 

 

【総費用総便益比及び償還率算定のフローチャート】 ［略］ 
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改  正  後 現     行 

２ ［略］ 

 

第３節 総費用の考え方 

１ 総費用算定の考え方 

（１） ［略］ 

（２）対象となる費用 

土地改良事業の費用対効果分析に用いる費用は、事業を実施した場合(事業

ありせば)に要する工事費、用地費及び補償費等の事業費であり、その対象は、 

ア 当該事業及び関連事業の事業費 

イ 当該事業及び関連事業により整備される施設並びに当該事業の受益地域

内で一体的に効用が発揮される施設の評価期間（当該事業の工事期間＋一

定期間(40年)）において発生する再整備に要する事業費 

の合計額とし、これらの事業費を基準年度（評価年度）に現在価値化したも

のを用いるものとする。 

なお、事業着工年度において、当該事業の受益地域内で一体的に効果が発

揮されている施設の資産価額を費用に見込むこととする。 

また、評価期間終了時点において、受益地域内で一体的に効果が発現する

施設（用地を含む。）の資産価額を費用から控除する。 

ただし、事業費及び資産価額は、消費税相当額を控除する。 

消費税が含まれる費用から消費税を除く式は以下のとおりである。 

消費税を含まない費用の実質値＝（消費税を含む費用）÷（１＋消費税

率） 

消費税率＝０％：～1988年度 

３％：1989年度～1996年度 

５％：1997年度～2013年度 

８％：2014年度～2018年度 

10％：2019年度～ 

（３）～（７） ［略］ 

 

２ ［略］ 

 

第３節 総費用の考え方 

１ 総費用算定の考え方 

（１） ［略］ 

（２）対象となる費用 

土地改良事業の費用対効果分析に用いる費用は、事業を実施した場合(事業

ありせば)に要する工事費、用地費及び補償費等の事業費であり、その対象は、 

ア 当該事業及び関連事業の事業費 

イ 当該事業及び関連事業により整備される施設並びに当該事業の受益地域

内で一体的に効用が発揮される施設の評価期間（当該事業の工事期間＋一

定期間(40年)）において発生する再整備に要する事業費 

の合計額とし、これらの事業費を基準年度（評価年度）に現在価値化したも

のを用いるものとする。 

なお、事業着工年度において、当該事業の受益地域内で一体的に効果が発

揮されている施設の資産価額を費用に見込むこととする。 

また、評価期間終了時点において、受益地域内で一体的に効果が発現する

施設（用地を含む。）の資産価額を費用から控除する。 

ただし、事業費及び資産価額は、消費税相当額を控除する。 

消費税が含まれる費用から消費税を除く式は以下のとおりである。 

消費税を含まない費用の実質値＝（消費税を含む費用）÷（１＋消費税

率） 

消費税率＝０％：～1989年3月31日 

３％：1989年4月1日～1997年3月31日 

５％：1997年4月1日～2014年3月31日 

８％：2014年4月1日～  

 

（３）～（７） ［略］ 
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改  正  後 現     行 

２ 総費用の算定フロー 

（１）対象施設の概要整理　　（第１表）

ア

イ

ウ

エ

（３）資産価額の整理及び現在価値化　（第３表）

ア

イ

（４）総費用の総括　（第４表）

　対象となるすべての既存施設について、事業着工時点における資産価額を定額
法を用いて算定し、基準年度（評価年度）に割引率を用いて現在価値化

　当該事業、関連事業、再整備及び予防保全の評価期間終了時点における資産価
額を定額法を用いて算定し、基準年度（評価年度）に割引率を用いて現在価値化

　第２表、第３表を基に当該事業費、関連事業費、再整備費、予防保全費及び事業
着工時点の資産価額（更新の場合）の合計額から、評価期間終了時点の資産価額を
減算して、総費用を整理

　当該事業費（新設、更新）及び関連事業費（新設、更新）を施設計画に基づき
施設別年度別に整理

　再整備費を標準耐用年数、予防保全費を予防保全対策等の検討結果から、施設
建設費を用いて整理

　ア～ウで整理した各費用（当該事業費、関連事業費、再整備費及び予防保全
費）を基準年度（評価年度）に割引率を用いて現在価値化

（２）施設建設費、当該事業費、関連事業費及び再整備費等の整理並びに現在価値化
　　（第２表）

　当該事業により整備される施設及びこれと一体的に当該事業の受益地において効
用を発揮させる全ての施設について、その名称、管理団体名、施設規模等の概要を
整理

　対象施設の施設建設費を事業計画書、事業成績書、土地改良施設台帳等に基づ
き対象となる施設ごとに年度別事業費を整理し、基準年度（評価年度）に支出済
費用換算係数を用いて換算
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とに年度別事業費を整理し、基準年度（評価年度）に支出済費用換算係数を用い
て換算

　当該事業費（新設、更新）及び関連事業費（新設、更新）を施設計画に基づき
施設別年度別に整理

　再整備費を標準耐用年数、予防保全費を予防保全対策等の検討結果から、施設
建設費を用いて整理

　ア～ウで整理した各費用（当該事業費、関連事業費、再整備費及び予防保全
費）を基準年度（評価年度）に割引率を用いて現在価値化

　当該事業により整備される施設及びこれと一体的に当該事業の受益地において効
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改  正  後 現     行 

３ 具体的な算定方法 

（１）対象施設の概要整理 

３ 具体的な算定方法 

（１）対象施設の概要整理 

 

    

 

［略］ 

 

（第１表）

施　設　の
概　　　要

構　　　造
数　　　量
機　　　能

事業
区分

整備
区分

整備
理由

事業
主体

国営
造成
施設

1

○○ダム
だむ ○○県

S51 S52 －

重力式コンクリートダム
堤高：65.5m
堤長：129.0m
有効貯水量=3,000千㎥

80 － ○

・
・
・

国営
造成
施設

3

○□頭首工
とうしゅこう ○○土地

改良区

S54 S55 －

コンクリート構造
鋼製可動式堰タイプ
堤高：5.5m
堤長：39.0m
Q=12.3㎥/s

50 当該 更新 老朽化 国営 ○

国営
造成
施設

4-1

○○揚水
ようすい

機場
きじょう

－１
○○土地
改良区

S52 S53 H13
渦巻ポンプ
φ400×2
Q=1.2㎥/s

20 当該 再建設 老朽化 国営 －

・
・
・

県営
造成
施設

13

○□支線
しせん

用
よう

水路
すいろ ○○土地

改良区
H41 H42 －

L=3,815m
開渠工

40 関連 新設
用水系
統の再

編
県営 －

区分
予防
保全
対策

整備区分及び内容

施設
番号

（ふりがな）

施設名

管理

団体名

設置

年度

供用
開始
年度

改修

年度

耐用

年数
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改  正  後 現     行 

    

 

［略］ 
〔第１表の記入方法等〕

全般

区分

施設番号

施設名（ふりがな）

管理団体名 　施設を管理している又は管理を予定している団体の名称を記入する。

設置年度 　施設の工事完了年度又は工事完了の予定年度を記入する。

　なお、設置年度が不明な場合は「不明」と記入する。

供用開始年度 　施設の供用開始年度又は供用開始の予定年度を記入する。

　なお、供用開始年度が不明な場合は「不明」と記入する。

改修年度

施設の概要

構造・数量・機能

耐用年数

項　目 記　入　方　法　等

　施設毎に施設番号を記入する。

　○○頭首工、○○揚水機場など、施設の名称とふりがなを記入する。

　土地改良事業等として施設の改修、補強等が行われた年度（工事完了年度）を記入する。

　新設する施設、更新する施設及びこれと一体的に当該事業の受益地域において、効用を発揮させる全ての施設を整
理する。
　１行につき１施設を基本として、一連の施設番号をつけて施設名、管理団体名、供用開始年度等を整理する。

　総費用の対象となる各施設を｢国営造成施設｣、｢県営造成施設｣、｢その他造成施設｣に区分して記入する。

　「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林水産省農
村振興局企画部長通知）に定められた標準耐用年数等を記入する。

　施設の構造、数量、機能の内容を記入する。
　例えば、数量、機能は、ため池は有効貯水量及び利用回数、揚水機は揚水量、排水機は排水量、用排水路は通水能
力、頭首工は取水能力等を中心に記入する。
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［略］ 

 

整備区分及び内容 　当該事業及び関連事業による整備区分及び内容を整理する。

事業区分

整備区分

整備理由 　整備理由を簡潔に記入する。

事業主体 　当該事業及び関連事業の事業主体の区分として「国営」、「県営」等と記入する。

予防保全対策

（補足説明）

３）供用開始年度は施設の一部でも供用が開始された年度とし、供用開始年度が整理できない場合は工事完了年度の翌年度とする。

５）農業用用排水施設の整備の場合は、対象施設に係る用排水系統図を添付する。

　当該事業及び関連事業を含め、評価期間中に施設の長寿命化を図るための予防保全対策等を実施する場合は「○」
と記入する。

１）事業実施期間中に施設の一部の区間において供用開始が予定されている場合は、供用開始される区間ごとに施設を区分して整理
　する。

４）管理団体の範囲及びその団体の管理している施設及び管理を予定している施設の位置図（団体名、施設番号を付す。）を添付する。
　　なお、縮尺は任意とし、凡例は当該事業の事業計画書添付図面に用いた凡例を準用すること。

２）過去に当初建設時の施設を撤去して更新整備を実施している場合又は、施設機能の向上をもたらす改良的な整備が実施されている
　場合には、当初建設時とは別の施設名（記入例：○○用水路－２）により費用を整理する。
　　また、過去に実施された更新整備又は施設機能の向上をもたらす整備が当該施設の一部を対象としたものである場合にも、その
　整備の対象となった一部施設又は区間にかかる費用を同様に別の施設名により整理する。

　当該事業は「当該」と、関連事業は「関連」と記入する。

　整備する施設は、「新設」、「再建設」、「更新」等の整備内容を記入する。
　また、一部のみの場合は、「一部更新」等と記入する。
　なお、更新整備により既存施設を撤去する場合は、既存施設を「撤去」、更新後の施設を「更新」と記入する。

項　目 記　入　方　法　等
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 ※ 支出済費用換算係数の平均による換算方法 

対象施設の施設建設費については、年度別の支出済費用換算係数に変えて、工事期間における年度別支出済費用換算係数の平均（以下「平

均換算係数」という。）を用いて基準年度（評価年度）に換算することも可能であり、その場合に用いる第１表（平均換算係数）は次のとお

りとする。 

なお、同一事業計画において前述の第１表と第１表（平均換算係数）の併用はできない。 
（第１表（平均換算係数））

施　設　の
概　　　要

着工
年度

完了
年度

平均換
算係数

着工
年度

完了
年度

平均換
算係数

構　　　造
数　　　量
機　　　能

事業
区分

整備
区分

整備
理由

事業
主体

国営
造成
施設

1

○○ダム
だむ ○○県

S51 S52 － S45 S51 2.672 － － －

重力式コンクリートダム
堤高：65.5m
堤長：129.0m
有効貯水量=3,000千㎥

80 － ○

・
・
・

国営
造成
施設

3

○□頭首工
とうしゅこう ○○土地

改良区

S54 S55 － S45 S54 2.367 － － －

コンクリート構造
鋼製可動式堰タイプ
堤高：5.5m
堤長：39.0m
Q=12.3㎥/s

50 当該 更新 老朽化 国営 ○

国営
造成
施設

4-1

○○揚水
ようすい

機場
きじょう

－１
○○土地
改良区

S52 S53 H13 S46 S52 2.406 H11 H13 1.120
渦巻ポンプ
φ400×2
Q=1.2㎥/s

20 当該 再建設 老朽化 国営 －

・
・
・

県営
造成
施設

13

○□支線
しせん

用
よう

水路
すいろ ○○土地

改良区
R11 R12 － － － － － － －

L=3,815m
開渠工

40 関連 新設
用水系
統の再
編

県営 －

供用
開始
年度

区分
施設
番号

（ふりがな）

施設名

管理

団体名

設置

年度

改修

年度

耐用

年数

整備区分及び内容
予防
保全
対策

施設建設 施設整備

 

 

（新設） 

 

    

 

一

| 
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〔第１表（平均換算係数）の記入方法等〕 

項 目 記 入 方 法 等 

施設建設、施設整備 

 着工年度、完了年度 

 

 

 平均換算係数 

 

 施設建設（当初の施設を建設した事業）、施設整備（施設建設後かつ当

該事業実施前に施設の改修、補強等に着手した事業）が行われた工事着工

年度及び工事完了年度を記入する。 

 工事期間における年度別支出済費用換算係数の平均を記入する。 

 

（補足説明） 

 １）上記以外の項目は、前述の第１表の記入方法等に基づき記入する。 

 ２）施設整備を複数実施している場合は、「施設整備」欄を追加して記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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［略］ 

（２）施設建設費、当該事業費、関連事業費及び再整備費等の整理及び現在価値化 （第２表）
（単位：千円）

事業着工年度 評価終了年度

S50 S51 S52 ・・・ H12 H13 ・・・ H29 H30 H31 H32 H33 ・・・ H38 H39 H40 H41 ・・・ H58 ・・・ H77 H78 H79

1975 1976 1977 ・・・ 2000 2001 ・・・ 2017 2018 2019 2020 2021 ・・・ 2026 2027 2028 2029 ・・・ 2046 ・・・ 2065 2066 2067

1.941 1.838 1.750 ・・・ 1.114 1.128 ・・・ 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 ・・・ 1.000 1.000 1.000 1.000 ・・・ 1.000 ・・・ 1.000 1.000 1.000

割引率 1.0000 1.0400 1.0816 1.1249 ・・・ 1.3686 1.4233 1.4802 1.5395 ・・・ 2.9987 ・・・ 6.3178 6.5705 6.8333

経過年数 -43 -42 -41 ・・・ -18 -17 ・・・ -1 0 1 2 3 ・・・ 8 9 10 11 ・・・ 28 ・・・ 47 48 49

1 施設建設 施設建設 再整備

○

工事費（償却施設費） 300,000 300,000 5,100,000 2,800,000 0 0 0 5,100,000

用地費 10,000 0 0 0 0

その他 20,000 0 0 0 0

工事費（償却施設費） 582,300 551,400 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 5,100,000 ・・・ 0 0 0 7,550,100 0 0 0 5,100,000

用地費 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 36,100 0 0 0 0

その他 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 71,230 0 0 0 0

決算額 300,000 300,000 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 5,100,000 ・・・ 0 0 0 2,830,000 0 0 0 5,100,000

計 換算額 582,300 551,400 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 5,100,000 ・・・ 0 0 0 7,657,430 0 0 0 5,100,000

割引後 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 1,700,737 ・・・ 0 0 0 0 0 1,700,737

・
・

3 施設建設 施設建設 施設建設 当該事業 ・・・ 当該事業 再整備

○ ・・・ ○

工事費（償却施設費） 150,000 200,000 150,000 300,000 ・・・ 300,000 4,236,000 1,500,000 0 3,000,000 0 4,236,000

用地費 5,000 0 0 0 0

その他 2,000 ・・・ 8,000 3,000 0 10,000 0 0

工事費（償却施設費） 291,150 367,600 262,500 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 300,000 ・・・ 300,000 0 0 0 ・・・ 4,236,000 ・・・ 0 0 0 3,518,300 0 3,000,000 0 4,236,000

用地費 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 18,050 0 0 0 0

その他 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 2,000 ・・・ 8,000 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 10,248 0 10,000 0 0

決算額 150,000 200,000 150,000 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 302,000 ・・・ 308,000 0 0 0 ・・・ 4,236,000 ・・・ 0 0 0 1,508,000 0 3,010,000 0 4,236,000

計 換算額 291,150 367,600 262,500 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 302,000 ・・・ 308,000 0 0 0 ・・・ 4,236,000 ・・・ 0 0 0 3,546,598 0 3,010,000 0 4,236,000

割引後 0 0 0 268,468 ・・・ 225,047 0 0 0 ・・・ 1,412,612 ・・・ 0 0 0 2,426,387 0 1,412,612

4-1 施設建設 施設建設 施設建設 施設整備 施設整備 当該事業 当該事業 当該事業 ・・・ 当該事業 再整備 再整備

○ ○ ・・・

工事費（償却施設費） 140,000 120,000 60,000 60,000 50,000 50,000 200,000 250,000 ・・・ 100,000 1,600,000 1,600,000 770,000 150,000 1,600,000 0 3,200,000

用地費 2,000 0 0 0 0

その他 5,000 0 0 5,000 0 0

工事費（償却施設費） 271,740 220,560 105,000 ・・・ 66,840 56,400 ・・・ 0 0 50,000 200,000 250,000 ・・・ 100,000 0 0 0 ・・・ 1,600,000 ・・・ 0 1,600,000 0 1,823,120 167,960 1,600,000 0 3,200,000

用地費 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 6,832 0 0 0 0

その他 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 5,000 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 0 0 5,000 0 0

決算額 140,000 120,000 60,000 ・・・ 60,000 50,000 ・・・ 0 0 55,000 200,000 250,000 ・・・ 100,000 0 0 0 ・・・ 1,600,000 ・・・ 0 1,600,000 0 772,000 150,000 1,605,000 0 3,200,000

計 換算額 271,740 220,560 105,000 ・・・ 66,840 56,400 ・・・ 0 0 55,000 200,000 250,000 ・・・ 100,000 0 0 0 ・・・ 1,600,000 ・・・ 0 1,600,000 0 1,829,952 167,960 1,605,000 0 3,200,000

割引後 0 52,885 184,911 222,242 ・・・ 73,067 0 0 0 ・・・ 533,565 ・・・ 0 243,513 0 1,346,158 0 777,078

・
・

13 関連事業 関連事業 関連事業 関連事業

工事費（償却施設費） 100,000 100,000 100,000 100,000 0 0 0 500,000 0

用地費 0 0 0 5,000 0

その他 0 0 0 0 0

工事費（償却施設費） 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 100,000 100,000 100,000 100,000 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 0 0 0 500,000 0

用地費 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 0 0 0 5,000 0

その他 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 0 0 0 0 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 100,000 100,000 100,000 100,000 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 0 0 0 505,000 0

計 換算額 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 0 0 0 ・・・ 100,000 100,000 100,000 100,000 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 0 0 0 505,000 0

割引後 0 0 0 0 ・・・ 73,067 70,259 67,558 64,956 ・・・ 0 ・・・ 0 0 0 0 355,633 0

決算額 590,000 620,000 210,000 ・・・ 60,000 50,000 ・・・ 0 0 208,000 520,000 1,064,000 ・・・ 1,391,000 675,000 100,000 100,000 ・・・ 11,436,000 ・・・ 0 2,100,000 225,000 5,192,000 175,000 10,223,000 1,333,000 15,062,000

換算額 1,145,190 1,139,560 367,500 ・・・ 66,840 56,400 ・・・ 0 0 208,000 520,000 1,064,000 ・・・ 1,391,000 675,000 100,000 100,000 ・・・ 11,436,000 ・・・ 0 2,100,000 225,000 13,330,000 193,410 10,223,000 1,333,000 15,062,000

割引後 0 0 0 ・・・ 0 0 ・・・ 0 0 200,000 480,769 945,861 ・・・ 1,016,366 474,250 67,558 64,956 ・・・ 3,813,653 ・・・ 0 319,611 32,927 8,296,377 961,044 4,543,830

決
算
額

換
算
額

○

○

揚

水

機

場

－

１

予防保全

決
算
額

換
算
額

施設
番号

施設名

費用区分

合　　　　　　計

費用区分

○

□

支

線

用

水

路

予防保全

○

○

ダ

ム

○

□

頭

首

工

費用区分

決
算
額

換
算
額

決
算
額

換
算
額

関　連
事業費

評価期間
における
再整備費

施　設
整備費

施　設
建設費

当　該
事業費

合　　計

基準年度＝

平成28年度

予防保全

費用区分

予防保全

和　暦

西　暦

支出済費用換算係数

項　目
基準年度
(評価年度)

評価期間（一定期間（40年））評価期間（当該事業の工事期間）
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 〔第２表の記入方法等〕

全般 　第１表を基に各施設の費用を以下の区分で整理し、現在価値化を行う。

・施設建設費

　　当初の施設を建設した事業に係る費用を計上する。

・施設整備費

　　施設建設後かつ当該事業実施前に施設の改修、補強等に着手した事業に係る費用を計上する。

・当該事業費

　　当該事業に係る費用を計上する。

・関連事業費

　　関連事業に係る費用を計上する。

・再整備費

　　当該事業完了年度以降で、評価期間中の改修、補強等に係る費用を計上する。

施設番号、施設名 　第１表を基に、施設番号及び施設名を記入する。

費用区分

予防保全

決算額

　なお、事業費の年度別の各費用から消費税相当額を除いた額とする。

　工事費のうち償却施設に係る費用を記入する。

用地費

その他 　区画整理の整地工、仮設費（工事用道路、仮回し水路の整備等）、撤去費（旧施設の撤去等）、補償費及び補償工
事等の費用を記入する。

項　目 記　入　方　法　等

　「施設建設」、「施設整備」、「当該事業」、「関連事業」、「再整備」と記入する。
　なお、費用区分毎に異なる色を用いて、該当する費用区分及び予防保全欄を着色する。

　施設用地の取得等に係る費用を記入する。
　なお、用地費には補償費及び補償工事費を含めないものとする。

工事費（償却施設費）

　費用区分毎に施設の各費用（工事費（償却施設費）、用地費、その他）に配分した積算額又は決算額を記入する。

　　評価期間中における再整備費は、予防保全対策等の実施による施設の長寿命化を考慮して、予防保全計画等で
　想定されている再整備を実施する年度に費用を計上する。
　　予防保全対策等の実施を考慮しない場合は、標準耐用年数に基づき再整備を実施する年度に費用を計上する。

　費用区分（施設整備、当該事業、関連事業、再整備）のうち、予防保全対策等を実施するものは「○」と記入す
る。
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換算額 　決算額に支出済費用換算係数を乗じて、基準年度（評価年度）に換算した額を記入する。

計

決算額、換算額 　決算額、換算額の計を記入する。

割引後

合計 　施設建設費、施設整備費、当該事業費、関連事業費及び再整備費の合計額を記入する。

（補足説明）

２）測量設計費、工事諸費等の経費は、施設別の各費用に配分する。

１）施設建設費が不明な場合は、現在の一般的な施工方法及び施工単価により再建設する場合の事業費を算定するか、又は構造、規模
　等が類似する施設の事業費等を参考にして計上する。

４）再整備では、原則として、仮設費等は考慮しない。
　　ただし、評価期間中に予防保全計画等で、現実的・具体的にその費用を整理している場合は計上する。

５）関連事業の再整備は、機能診断調査結果等を基に事業実施主体と調整して策定する。

３）費用のその他のうち、補償工事は、その対象となる公共施設の費用を更新整備と同様（補償の対象となる施設ごとの資産価額）に
　整理してもよい（補償施設は、一代限りのものであり再整備では考慮しない。） 。

　換算額を支出年度の割引率（（１＋0.0400）
n
）で除して、現在価値化した額を記入する（n：基準年度（評価年

度）を０とした経過年数）。

　なお、計画変更地区の場合は事業着工後に評価を行うため、支出年度の割引率（（１＋0.0400）n）を用いて基準年
度（評価年度）までの期間に要した費用（換算額）を割り増しして、現在価値化した額を記入する。

項　目 記　入　方　法　等
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〔第２表の記入方法等〕

全般 　第１表を基に各施設の費用を以下の区分で整理し、現在価値化を行う。

・施設建設費

　　当初の施設を建設した事業に係る費用を計上する。

・施設整備費

　　施設建設後かつ当該事業実施前に施設の改修、補強等に着手した事業に係る費用を計上する。

・当該事業費

　　当該事業に係る費用を計上する。

・関連事業費

　　関連事業に係る費用を計上する。

・再整備費

　　当該事業完了年度以降で、評価期間中の改修、補強等に係る費用を計上する。

施設番号、施設名 　第１表を基に、施設番号及び施設名を記入する。

費用区分

予防保全

決算額

　なお、事業費の年度別の各費用から消費税相当額を除いた額とする。

　工事費のうち償却施設に係る費用を記入する。

用地費

その他

工事費（償却施設費）

　施設用地の取得等に係る費用を記入する。
　なお、用地費には補償費及び補償工事費を含めないものとする。

　区画整理の整地工、仮設費（工事用道路、仮回し水路の整備等）、撤去費（旧施設の撤去等）、補償費及び補償工
事等の費用を記入する。

　費用区分毎に施設の各費用（工事費（償却施設費）、用地費、その他）に配分した積算額又は決算額を記入する。

　平均換算係数を用いる場合、年度別の額は記入しない。

項　目 記　入　方　法　等

　　評価期間中における再整備費は、予防保全対策等の実施による施設の長寿命化を考慮して、予防保全計画等で
　想定されている再整備を実施する年度に費用を計上する。
　　予防保全対策等の実施を考慮しない場合は、標準耐用年数に基づき再整備を実施する年度に費用を計上する。

　「施設建設」、「施設整備」、「当該事業」、「関連事業」、「再整備」と記入する。
　なお、費用区分毎に異なる色を用いて、該当する費用区分及び予防保全欄を着色する。

　費用区分（施設整備、当該事業、関連事業、再整備）のうち、予防保全対策等を実施するものは「○」と記入す
る。
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換算額 　決算額に支出済費用換算係数を乗じて、基準年度（評価年度）に換算した額を記入する。

計

決算額、換算額 　決算額、換算額の計を記入する。

割引後

合計 　施設建設費、施設整備費、当該事業費、関連事業費及び再整備費の合計額を記入する。

（補足説明）

２）測量設計費、工事諸費等の経費は、施設別の各費用に配分する。

１）施設建設費が不明な場合は、現在の一般的な施工方法及び施工単価により再建設する場合の事業費を算定するか、又は構造、規模
　等が類似する施設の事業費等を参考にして計上する。

３）費用のその他のうち、補償工事は、その対象となる公共施設の費用を更新整備と同様（補償の対象となる施設ごとの資産価額）に
　整理してもよい（補償施設は、一代限りのものであり再整備では考慮しない。） 。

４）再整備では、原則として、仮設費等は考慮しない。
　　ただし、評価期間中に予防保全計画等で、現実的・具体的にその費用を整理している場合は計上する。

５）関連事業の再整備は、機能診断調査結果等を基に事業実施主体と調整して策定する。

項　目 記　入　方　法　等

　換算額を支出年度の割引率（（１＋0.0400）
n
）で除して、現在価値化した額を記入する（n：基準年度（評価年

度）を０とした経過年数）。

　なお、計画変更地区の場合は事業着工後に評価を行うため、支出年度の割引率（（１＋0.0400）
n
）を用いて基準年

度（評価年度）までの期間に要した費用（換算額）を割り増しして、現在価値化した額を記入する。

　平均換算係数を用いる場合、総額のみを「施設建設費」欄又は「施設整備費」欄に記入する。

　平均換算係数を用いる場合、年度別の額は記入しない。

 

 

 

 

    

（３）～（４） ［略］ 

４～５ ［略］ 

（３）～（４） ［略］ 

４～５ ［略］ 
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第４節 各効果項目 

１～６ ［略］ 

７ 災害防止効果 

第４節 各効果項目 

１～６ ［略］ 

７ 災害防止効果 

（１）～（３） ［略］ 

（４）具体的な算定方法 

【排水路・排水機場改修の場合の具体的な算定方法】 

ア～イ ［略］ 

ウ 算定手順 

① ［略］ 

② 被害額の算定 

（ア）～（オ） ［略］ 

  （カ）一般資産（家屋、家財、事業所資産）被害軽減額の算定 

１）～２） ［略］ 

  ３）被害額の算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）～（３） ［略］ 

（４）具体的な算定方法 

【排水路・排水機場改修の場合の具体的な算定方法】 

ア～イ ［略］ 

ウ 算定手順 

① ［略］ 

② 被害額の算定 

（ア）～（オ） ［略］ 

  （カ）一般資産（家屋、家財、事業所資産）被害軽減額の算定 

１）～２） ［略］ 

  ３）被害額の算定 

 

 

 

3) - 1 湛水被害別家総被害額の互定（事業なかりせば • ありせば ・ 現況）

（第II表）

3) -1 i甚水被害別家屋被害額のD定（事業なかりせば • ありせば ・ 現況）

（第11表）

已 ーニ三三―ーニ [
 
ーニ ーーニ
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（削る。） 

《記人方法等》

湛水シミュレーションにより湛水区分｛床下、床上50~99センチメートル等）し、これ

に地盤（勾配）区分を考慮し、湛水深別被宙中を決定する。

なお、事業なかりせばは第ll-1表、事業ありせばは第11-2表、現況は第11-3表と

して整理する。

項 目 記入方法 項 目 記入方法

湛水区分 湛水シミュレーションにより区分する（床下｀床 l::.50~99センチメ

ートル等）。

家屋被害額n定慨念図

庫T畏＊ ： ●ヤ霞一亀量贔 く し• 奮緑暴•：ついてた~ 蠅R"貫·から 璽定す る，

笠J慢木 ：●＊伍ー建量罵 a I土•

湛水深別被害率1「治水経済調査マニュアル（案）」等を参考とする。

《記入方法等》

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメートル等）し、 これ

に池槃（勾配）区分を考慮し、湛水深別被省率を決定する。

なお｀事業なかりせばは第11-1表、事業ありせばは第11-2表、現況は第11-3表と

して整理する。

湛水区分 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等） 。

家屋被宙額n定慨念灰l

峡Tll~, U に 一そ量裏 く 心o ..良鼻につ・ ・て li ．建区の賣•から ●定す 9.

床}-llホ 9嘔t何一之罵とヽ"・

湛水深別被害率I「治水経済調査マニュアル（案）」等を参考とする。

（家松被害率）

嗣紐
(It) A: 1/1.0004;111. 8: I I、OOO~1500、C:I/珈以J:.

臼粁： 「叫J::交通.；； 1佑水経濱調査マニュアル（案）』 （平成17ir.4月）

潟＊長
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戸数及び

平均床而積

延べ床面積

家総評価額

家届被害額

第9表から転記する。

戸数に平均床面積を采じて求める。

「治水経済調査マニュアル（案）」等を参考とする。

湛水深別被害字に延ぺ床面積、家屋評価額を乗じて算定する。

3) - 2 湛水被害別家財被害額のB定（事業なかりせば • ありせば ・ 現況）
（第12表）

戸 -I二 I二 I□| 
《記入方法等》

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメートル等）し、湛水

深別被害率を決定する。

なお、事業なかりせばは第12-1表、事業ありせばは第12-2表、現況は第12-3表と

して整理する。

戸数及び

平均床而積

延べ床面積

家届評価額

家屋被害額

第9表から転記する。

戸数に平均床面積を乗じて求める。

「治水経済調査マニュアル（案）」等を参考とする。

湛水深別被害字に延ぺ床面積、家屋評価額を乗じて算定する。

3) - 2 湛水被害別家財被害額のn定（事業なかりせば • ありせば ・ 現況）
（第12表）

門 - I 二 I 二 1:.5I1| 
《記入方法等》

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床l:.50~99センチメートル等）し、湛水

深別被害率を決定する。

なお、事業なかりせばは第12-1表、事業ありせばは第12-2表、現況は第12-3表と

して整理する。
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（削る。） 

項 目 記入方法 項 目 記入方法

湛水区分 1 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等）。

湛水深別被害率I 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

戸数 第 9表から転記する。

家財評価額

家財被害額

「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

湛水深別被害率に戸数、家財評価額を乗じて算定する。

湛水区分 1 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等）。

湛水深別被害率1 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

〈家庭用品被害率〉

湛水深

甚名率

床下

0.021 

床上 土砂潅積ぽ.I:)

紐●未潰 150~!19c● |100~1!19c●|200~2痴’|300¢●“ |珈昧潰 1珈叫

0. 145 I 0. 326 I 0. 508 I 0. 928 I 0. 991 I 0. 500 I 0. 845 

資料：国土交通省 「治水経済調査マニュアル（案） 」 （平成17年4月）

戸数

家財評価額

家財被害額

第 9表から転記する。

「治水経済調査マニュアル（案）」（国土交通省）等を参考とする。

湛水深別被害率に戸数、家財評価額を乗じて算定する。

3) - 3 湛水被害別家庭応急対策費の算定 （事業なかりせば • ありせば ・ 現況）

（第13表）

3) - 3 湛水被害別家庭応急対策費の算定 （事業なかりせば • ありせば ・ 現況）

（第13表）

[
 □] 

二 [
 □] 

己
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（削る。） 

《記入方法等》

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメー トル等）し、湛水

深別消掃延日数を決定する。

なお、事業なかりせばは第13-1表、事業ありせばは第13-2表、現況は第13-3表と

して整理する。

《記入方法等〉）

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメートル等）し、湛水

深別清掃延日数を決定する。

なお、事業なかりせばは第13-1表、事業ありせばは第13-2表、現況は第13-3表と

して整理する。

項

湛水区分

目 記入方法

湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等） 。

湛水深別清掃町 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

数

戸数 1 第9表から転記する。

1世帯当たり 労1 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

働単価

家庭応急対策費 1 湛水深別清掃日数に戸数、 1世帯当たり労1動単価を乗じて箕定す

る。

項

湛水区分

目 記入 方 法

湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等） 。

湛水深別清掃日 「治水経済調査マニュアル （案） 」（国土交通省）等を参考とする。

数 〈清掃延 Fl数〉

| :水:|r：:| 50c;? | 50;T | 1ビ• I 200;:9c• I 300;m『'- |
貸料：国上交通 •6 「治水経済調査マ ニ ュ ア ル（案） J （平成17年4月）

戸数 1 第 9表から転記する。

1世帯当たり 労1 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

拗単価

家庭応急対第費 1 湛水深別清掃日数に戸数、 1世帯当たり労陽単価を乗 じて豆定す

る。
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（削る。） 

3) - 4 湛水被害別農漁家被害額のP定（事業なかりせば • ありせば ・ 視

況）

（第11表）

3} - 4 湛水被害別股漁家被害額のP定（事菜なかりせば • ありせば · 視

況）

（第14表）

愕＝ 却

償却資：評論額1::?;？:I繕＊て:,'!I字1在犀資1："価額1:：ぷ:て:
flり

15.0JO 

43.4茄 ゜16.082 

書 r'll十

-I二 I 二 | 二”’IOI二 I 二 I:9 :：: | 
《記人方法等》

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床J::50~99センチメートル等）し、湛水

深別被害率を決定する。

なお、事業なかりせばは第14-1表、事業ありせばは第14-2表、現況は第14_3表と

して整理する。

項

湛水区分

目 品入方法

湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等） 。

戸数 I 当該地域の市町村が保有する課税台板、土地台帳、住宅地図等から
農業用介庫 ・納屋数を把握し記入する。

湛水深別 1 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

被害牢

償却 ・任庫資産 1 「治水経済調査マニュアル（案）」（国士交通省）等を参考とする。

評価額

四 ⑰+. - I 二 I 二 I 二22101こ I 二 I : ：：：| 

(（記入方法等〉）

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下｀床上50~99センチメートル等）し、湛水

深別被害率を決定する。

なお、事業なかりせばは第14-1表、事業ありせばは第14-2表、現況は第11-3表と

して幣理する。

項 目 記 入 方 法

湛水区分 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等）。

戸数 当該地域の市町村が保有する課税台帳、士地台帳、住宅地図等から

農業用倉庫 ・納屋数を把握し記入する。

湛水深別 「治水経済調査マニュアル（案）」（国土交通省）等を参考とする。

被害率 〈牒漁家（賞却 ・在庫資産被害率〉

又資亀i 楼
床下

9K i. ±砧増積(Jt]-.)

訟法頴 I 閲→紅 I IOO~ \蚊 | ,00～ 2殴• I 泌叫吐 511c“iii l如叫J:
償却費登 0.0 0, Iぉ Io.w I •内1 I o..st I u潤 o. 310 I o. 125 
在庸資亜 0.0 o. 199 I o. m I o. 191 I o、767 | • , 831 O函 lo. 895 

資料・国土交通行「治水経済調査マニュアル（宴） J （平成17年」月）

償却 ・在庫資産 「治水経済調査マニュアル（案）」（国土交通省）等を参考とする。

評価額
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（削る。） 

農漁家被害額 1 戸数に湛水深別被害率、償却資産評価額を乗じた償却資産被害額と

戸数に湛水深別被害率、在庫資産評価額を乗じた在庫資産被害額の和

を農漁家被害額とする。

農漁家被害額 1 戸数に湛水深別被害率、償却資産評価額を乗じた償却資産被害額と

戸数に湛水深別被害率、在庫資産評価額を乗じた在庫資産被害額の和

を農漁家被害額とする。

3) -5 湛水被害別事業所被害額の算定（事業なかりせば • ありせば・現

況）

（第15表）

3) - 5 湛水被害別事業所被害額の算定（事業なかりせば•ありせば・現

況）

（第15表）

纏皐 所在鳩

1/2●● 0通 1角 lT~

II-直罪

鶴皐 所在鳩

1/2？嘔麒
II印纏皐 0通ii<3 l月

竺t + 1 二 I 二 | 二 |二| 二 1 : lb  | 
《記入方法等））

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメートル等）し、湛水

深別被害率を決定する。

なお、事業なかりせばは第15-1表、事業ありせばは第15-2表、現況は第15-3表と

して整理する。

,r 
戸
／

+ 1 二 I 二 I ：，茄9|二 I 二 I

《記入方法等））

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメートル等）し、湛水

深別被害率を決定する。

なお、事業なかりせばは第15-1表、事業ありせばは第15-2表、現況は第15-3表と

して整理する。

T
 

項 目 記入方法 項 目 記入方法

湛水区分 1 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等）。

湛水深別被害率I 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）等を参考とする。

湛水区分 1 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等）。

湛水深別被害率1 「治水経済調査マニュアル（案）」（国土交通省）等を参考とする。

〈事業所償却・在庫資産被害率〉

軒~

鷹贔I珈紅I[Oヽim|）））へmり珈叫紐漬澤叫
ぽ上 土砂精ほl:)

: : I : ： I : : 1:： : 1:： : I : ： I : : I:．： 
資料：国土交通省「治水経済調査マニュアル（案） 」 （平成17年4月）
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〔参考〕所在地別資産額の算定 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔参考〕所在地別資産額の算定 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

（削る。） 

償却 ・（E庫資産1 「治水経済調査マニュアル（案） 」（国土交通省）を参考に産業分類

額 別資産評価額を用い、所在地別に没産額を算定する。

事業所被害額 湛水深別被害率に償却資産額を乗じた償却資産被害額と湛水深別被

害率に在庫資産額を乗じた在庫資産被杏額の和を事業所被害額とす

る。

償却 ・住庫資産 「治水経済調査マニュアル（案）」（国士交通省）を参考に産業分類

額 別資程評価額を用い．所在地別に資産額を算定する。

産業分類別事業所従事者 1人当たり償却資産評価額及び在庫資産評価額

事業所被害額

大分繋l

D

E

F

 

J

K

L

M

 

分 m

登蔓名

日料・たばこ＂造累

遅鍮 ・通信

卸売婁 ・小売婁

~s-53 I 111売雫

＂ 各種商品，，，売
55 織物 ・KIll．打の回り品小売業
56 飲食na3小売婁
57 自動車 ・自転車小売・

58 家具 ・建具 ・じゅう器,,ヽ尤

5り その他1l)小売

金齢 ・保良ミ

不動荏栗

サービス棄

公侑

千円／人

憤却資藉 在犀資産

.{j.. •年
料饉額 ¢値額

8, 191 3,649 

1. 763 6,396 

S, 198 5,046 

2、418

2．茄9 •1`051 
1,953 2, 428 

1,953 16,828 

1,953 485 

I, 953 1,810 

1.963 2,659 
I, 953 13,591 

3,169 493 

21,502 15,311 
3, ？69 Iヽり3

3, ？69 い19J

,/i料：国土交通省 「治水経済調査マニュアル（案）」 （平成17年 4月）

湛水深別被害率に償却資庄額を乗じた償却資産被害額と湛水深別被

害率に在庫資産額を采じた在庫資産被吉額の和を事業所被害額とす

る。
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3) -6 営業停止損失額の算定（事業なかりせば • ありせば ・ 現況） 3) -6 営業停止損失額の算定（事業なかりせば•ありせば ・ 現況）

（第16表） （第16表）

奮叢停止・ 霰婁看重 筐婁者付加緬●讀 賞書停止慣央鱈 菖鑽停止・ 霰婁肴蒙 貸婁者付加緬●襲 賞書停止恨失額
朧寧 所在地 謳＊区分 滝墨区分 停壽日戴 匿震名 朧零 所在地 轟＊区分 蟻饗区分 停膚日戴 匿婁名

r, ＇こ 3 ,j)一r・-・12)バ3 q ＾ m, 3l i -,I > :l •,「3

人 干l'I -f円 人 -fPl 千円

1/2葎寧 0通冑lTe 床下 ’̂Jtr-ブ 6.0 量輸・連情食 3 ,l 2 526 1/2庫寧 0通冑1TE 床下 Aダルーブ 6.0 遍輸・通信食 3 匁 2 5お

i 卸・小売婁 II 23 4 1.5“ i 卸・ 小売業 11 23.4 1,5“ 

”O)朧寧 十ーピス禽その他 55 2↓7 .S.151 1/印朧寧 十ービス黍そ Jヽ他 69 2↓7 & 151 

0遍隋2丁E 比下 Aグ4ープ 6.0 an．小売寮 2 23 4 '81 0連隋2丁目 If.下 ＾グ几•ー プ 6.0 卸・ 小売業 2 23 4 烈31

サービス禽そグ）他 19 24 7 2,075 +―ピス寮そ d)他 19 24 1’ 2，り75

0遍隋3TE 床・t lめ～殴•J Aダループ 12.6 製 逢 婁 3 泊 5 1. 115 0連隋3T日 ボI::（幼—絵叫 A ダ rし 一• プ 12.6孵 造 寮 3 29 5 1. 1 1 5 

奪 設 黍 3 23 5 S総 疇 設 霰 3 23 5 8総

岬 ・小亮 禽 s 2&4 螂 嗣・ 小芥叢 s 2&4 螂

＋ービス金そrJ）他 8 24.7 2,490 + —ビス食そ d) 他 8 24.7 2A90 

、- - - - - - - - - - - - - - --- - - - - - - - - - 、- - - - - - - - - - - --- - -- - - - - -- - - - - -
---→------- -- --- つ・", 、.. ”---- - - - --- ``•”- --------呵"- ` ̀  -----― ̀  ---------------- ‘ ---------` ----- --呵 シ ｀••”- --------、

| 
0遍1T目

| I 
二

こI | こI I 
0遍1T日

| | 二 こ | こI0過2T日 0通2TR

It It 

《記入方法等》 《記入方法等》

湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメートル等）し、湛水 湛水シミュレーションにより湛水区分（床下、床上50~99センチメートル等）し、湛水

深別営業停止 ・停滞日数を決定する。 深別営業停止・停滞日数を決定する。

なお、事業なかりせばは第16-1表、事業ありせばは第16-2表、現況は第16-3表と なお、事業なかりせばは第16-1表、事業ありせばは第16-2表、現況は第16-3表と

して整理する。 して整理する。

項 目 記 入 方 法 項 目 記 入 方 法

湛水区分 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ 湛水区分 湛水シミュレーションにより区分する（床下、床上50~99センチメ

ートル等）。 ートル等）。

営業停止 ・停滞 「治水経済調査マニュアル（案）」（国土交通省）等を参考とする。 営業停止 ・停滞 「治水経済調査マニュアル（案）」（国土交通省）等を参考とする。

日数 日数 〈営業停止日数〉

I湛水深 床下 | 社 ヒ 1 
| 50匹．和詢 150~99cm lll0~ 18tkm| 2oo~2叫 ・n 邸）,・m以 KI ＇ 停止日改 a.o I 4. 4 I 6. 3 10. 3 I 16. 8 22.6 I 

注）廿素停瘤日放け怯薬停止日徽の 2倍とする．

資料：国土交通省「治水経済躙査マニュアル（案） 」 （平成17年4月）

※当該事例の湯合、営業停JI:日数のみ計上している。

従業者数 第10表から転記する。 従業者数 第10表から転記する。
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従業者 1人 1日

当たり付加価値

額

「治水経済調杏マニュアル（案） 」（国士交通省）等を参考とする。

営業停止損失額 1 営業倅止 ・停滞E数に産業別従業者数、従業者 1人 1日当たり付加

価値額をそれぞれ采じて算定する。

0,=M,X (n,+n,/2) Xp, 

D :被害額

i :産業大分類

M ：従業者数

p :付加価値額

11 o :営業停止日数

rぃ：営業停滞日数

従業者 1人 1日

当たり 付加価値

額

「治水経済調杏マニュアル（案）」（国士交通省）等を参考とする。

〈従菜者 1人 1日当たり付加価値額〉

千Pl／人・日

鉱棄 l 33. o l電気 ・ガ,..I 水道 ・熱供給業
120 2 |サ；で」二

娃設棄 l 23. 5 I運輸・通信翌 1 29 2 I サーピス棄その他11金融 ・
保険・不動歴・公務を含む

製造臭 l 29. 5 I 卸・小光暴 I 23 t I l平成●年単価）

資料：国士交通省「治水経済調査マニュアル（案）』 （平成17年4月）

営業倅止担失額1 営業停止 ・停滞日数に産業別従業者数、従業者 1人 1日当たり付加

価値額をそれぞれ乗じて算定する。

D,=M,X {no+n,/2) Xp, 

D :被害額

i :産業大分類

M ：従業者数

p:付加価値額

no :営業停止日数

11 I:営業停滞日数
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